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国際取引契約書--′碓正のキ-･ポノダi:;!卜

〔6 〕

Ⅷ 解除条項

1 契約期間と解除(1)

ThisAgreementshallbecomeeffectiveon

lJanuary2006andshahcontinueinforce

untildetermined by eitherparty by

n｡ticeexplrlngattheendofthecalendar

yearfollowingtheyearinwhichsuch

noticeisgiven,butinnoeventpnorto31

December2010①,Itistheintentionofthe

partiestonegotiateanextension② ofthis

Agreementbeyond31December2010

andsuch negotiationsshah commel些阜

priorto1October2010.③

本契約は2006年1月1日に発効し,片方当

事者が書面で解除するまで存続する｡解除

通知は,通知を出した暦年の翌暦年の最終

日をもって効力を発する｡しかしいかなる

場合も,2010年12月31日より前には解除は

発効しないものとする｡当事者は2010年10

月1日より前に交渉を開始して,2010年12

月31日以降の本契約の延長について交渉す

ることに合意する｡

ここで determined(determineは主に英国

の用法で,｢解除する｣の意)bynoticeexpir-
ing…とあるが,noticeexpiringとは通知が失

効するわけではなく,契約英語特有の表現で,

｢通知が目的とする事象が発効するまでの期間
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を定めてする通知｣を意味する｡そのような通

知が出されたら,そこに記された期間の満了を

もって,通知の目的たる事項の効果が発生する｡

ここでは ｢同通知が出状された暦年の翌暦年の

末日をもって満了することを定めた通知｣を意

味し,通知を出せばその次の暦年末に解除の効

果が発生する,ということになる｡notice

expiringintwoweeksといえば,通知後2週間

したら通知の目的が発効することになる｡

ThisLeaseisterminablebyeitherparty

uponnoticeexplrmgin6months.

はいずれの当事者も6カ月の通知をもって,本

賃貸借契約を解除することができる,という意

味になる｡

① priorto31December2010

まず当事者は2006年から2010年までの5年間

を,最初の契約期間と合意したと考えてよいだ

ろう｡そこでこの2010年12月31日は契約期間満

了の日であって (上の訳はその前提でつけてお

いた),通知を出すことのできる日に関する制

限ではないことを明らかにするために

butinnoeventmay suchnoticeexpire

Driorto31December2010

としておけばもっとわかりやすいだろう｡

② anextension

次に anextensionの交渉をするといってい

るが,これは本来は基本期間の満了をもって,

契約がいったん終わることを前提とした表現で

ある｡continuance,renewalなどの語も同じ

ようなことを前提とすると考えてよいだろう｡

基本の期間を経過しても,その前に当事者が何
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もしなければ,その期間を超えて有効期限が延

長されるというときには

thereafterthisAgreementshallautomati-

Callycontinueinforceunlesseitherparty

servesanoticeofterminationby...

thereafterthisAgreementshallbeaut0-

maticallyextendedforafurtherperiodof

- yearsunless…

などという｡

ところで本件は2010年末をもって契約は終了

する,と書いてあるわけではなく,その時点ま

では解除できないと言っているだけだから,実

は当事者が考えたことと,文章の間に不整合が

あるわけである｡意図は基本期間を5年間とし,

その後は自動的に存続し,どちらかの当事者が

終了通知を出せば,その通知日の翌暦年末日を

もって終了するということであったかもしれな

いが,書き損なっている｡その場合なら次のよ

うにすればよい｡

ThisAgreementshallbecomeeffectiveon

lJanuary2006andshallcontinueinforce

unti131December2010.Thereafter,this

Agreementshallautomaticallycontinuein

forceunlessterminatedbyeitherparty

uponnoticeexpiringattheendofthecaト

endaryearfollowingtheyearinwhich

suchnoticeisglVen.

③ commencepriorto1October2010

まず厳密に字義通りに解釈すると,延長交渉

は本契約の第 1日目から2010年9月末のいずれ

かの日に開始しなければならない,といってい

る｡またその間に交渉が開始しさえすれば,い

つまでに話がまとまらなければならないとは

言っていない｡少なくとも明文では何も言って

いない｡また規定を文字通りに読めば,2010年

の12月31日までに話がまとまらなくても,契約

は終了しない｡逆にもしどちらかの当事者が

2010年末をもって終了させる旨の通知を出して

いたとすれば,延長交渉も事実上は始まらず,

契約は終了するということになる｡

そうだとすれば原文の2番目の文章自体は,
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当事者の漠然とした商業的希望は表していても,

契約書としては何も追加していないことになる｡

つまりこの契約書は基本期間を5年間とし,過

切な通知を出すことによって,5年目およびそ

の後の通知の翌暦年末に解除することができる

契約であることになる｡

なお意図がうまく書けていないことは別とし

て,suchnegotiationshallcommenceという

言い方はあまりよくない｡この shallは指示を

表す shallだが,当事者に義務を負わせるには,

当事者を主語にしてshallを使って

thepartiesshallcommencesuchnegotia-

tionsprlOrt0...

とする方がずっと好ましい12｡

ところで契約の内容とは関係ないが,普通に

法律文書を翻訳するときは,文章の数はそのま

まにするのが約束である｡契約条項中に ｢第4

条第2項第3文の‥‥‥｣などとあったときに,

原語の指し示すものと合わなくなるからである｡

本例の最初の訳文は意味をわかりやすくするた

めに,この約束を破っている｡

2 契約期間と解除(2)

TheManufacturerandtheDistributor①

Shall be entitled to terminate this

Agreement for convenience without

cause② upon90days'writtennoticeto

theDistributors).

- も く じ-

はじめに

Ⅰ 頭書

Ⅱ 定義条項
Ⅲ 売買契約にみられる条項
Ⅳ 代理店契約にみられる条項
Ⅴ 役務契約にみられる条項
Ⅵ 品質保証条項
Ⅶ 守秘義務条項
Ⅶ 解除条項
Ⅸ 不可抗力条項
X 一般条項
Ⅶ 紛争解決条項
Ⅶ その他

(以上前号)

(以下本号)
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製造者と代理店は,90日の通知を代理店に

対してなすことによって,何らの解除事由

の発生を条件とすることなく,この契約書

を自己の都合で解除することができる｡

① TheManufacturerandtheDistributor

この契約は製造者によってドラフトされたの

だが,書き出しではさも両者に解除権があるよ

うに書かれているのに,最後までそのつもりで

読むと筋が通らないことになってしまっている｡

その理由は通知の宛先が代理店となっているか

らである｡代理店は自分自身に対する通知で契

約解除するわけにはいかないので,結局製造者

にしか便宜の解除権はないことになる｡百歩

譲って代理店が代理店に通知をすれば解除でき

るとしても,それでは相手方にはいつまでたっ

ても解除の意思が伝わらないので,実務的には

解除の効力を発生させられない｡

またもう1つの問題として,文字通りこの文

章を読むと,製造者と代理店は共同で解除通知

を出さなければならない,と読めなくもない｡

万一そうだとしたら,その場合は合意解除と同

じことなのだから,特に何日後に解除が発効す

るという必要すらないことになる｡

こう考えると,製造者はいったんは自分だけ

が都合で解除できるように書いたが,何らかの

理由で考え直して,代理店にも解除権を付与す

ることにした｡しかし書き方についてはきちん

と考え通さなかった,というのが真相だろう｡

これを修正するには,まず第-にどのような方

針で臨むかを考えなければならないだろう｡い

ずれの当事者も解除権をもつというなら,

TheManufactureand theDistributor

shallbeentitled…writtennoticetothe

otherparty.

という方法がある｡このように書くと,文字ど

おりには解除権は共同で行使しなければならな

い,と読めてしまうと書いたが,ここでは and

は ｢AもBも｣という選択的な意味で,｢Aと

Bは (共同して)｣という結合の意味はないの

である｡ しかし疑問を払拭 しようとすれば,

Eitherpartyを主語にすえればよい｡

逆にそうではなくて,片方の当事者だけが権

利をもつとすれば,

Xshallbeentitledtotermillate…upon

noticetoY.

とする｡

② forconveniencewithoutcause

この種の解除条項の目的は,継続的な契約を

自分の都合で解除できるようにしておくことで

ある｡そして一応期間の定め (および延長の定

め)は他に存在するし,当事者に解除事由の発

生したときのための約定解除権も確保されてい

るが,加えて自己都合で解除する権利を有して

おこうというのが一般的な設定であるから,少

なくとも一方にはきわめて都合のよい規定であ

る｡forconvenienceはそのことを雄弁に語っ

ており,withoutcauseの causeは ｢然るべき

理由,根拠｣を表すので,この句も同様のこと

を重ねて別の面から言っていることになる｡

withoutreasonといってもよい｡

本例では作成者はお為ごかしに両者に解除権

があるように書きはじめて,文末で正体を露呈

しているが,もし本当に両者ともに随時解除権

があるというなら,契約期間の定め自体を次の

ようにするものもある｡

ThisAgreementshallremaininforce

untilterminatedbyeitherpartybygiving

90days'prlOrWrittennoticetotheother

party.

こうすれば窓意的な解除という印象を与える

ことなく,いつでも90日の事前通知を出状する

ことによって,契約を終了させることができる｡

代理店側として,このような一方的な解除権

を外させるべく交渉したが,製造者が合意しな

かったときには,少なくとも在庫の買上げを請

求する権利,あるいは解除後も一定の期間は商

品を販売する権利 (あわせて広告宣伝のために

商標等を使う権利)を要求することもよく行わ

れる｡代理店側に非があるわけではないのだか

ら,合理的な要求であろう｡

建設契約などでこのような条項を入れるとき

に,どのように対処するかについては,後の4

で検討する｡
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3 契約違反の程度-materialbreach-

Either party may terminate this

Agreement immediately upon written

notice:

(a) iftheotherpartyhascommitted_a

materialbreachhereof;…

いずれの当事者も

(a) もし他方当事者が本契約の重大な契約

違反をおかしたとき……は本契約を書面に

よる通知をもって,ただちに解除すること

ができる｡

Inadditiontoanyremedyavailableunder

applicablelaw,eitherpartymayforthwith

terminatethisAgreement.∴

(1) iftheotherpartycommits旦_斗aterial

breach;..,

準拠法上与えられる他の救済に加えて,汰

の場合いずれの当事者もただちに本契約を

解除することができる｡

(1) 他の当事者が重大な契約違反をしたと

き……

これら2つの例は即時解除権を規定したもの

である｡後で述べる治癒期間がある場合もあれ

ばない場合もあるが,ここでは解除事由を ｢重

大な違反｣に限定することが適当かどうかを考

えてみたい｡このような条項の可否を検討する

場合は,自らが契約を解除する立場に立った場

合と,解除される立場に立った場合を,両方等

しく考えておかなければならない｡たとえば相

手方に種々の義務があり,したがって違反の

｢機会｣があるとすれば,ことさら重大な契約

違反に限定せずに,全ての契約違反 (any

breach,abreach)を解除の理由とすることが

できるようにしておくべきであろう｡一方自ら

の側に種々の,すなわち重大な義務やそれほど

でもない義務がある場合には,些少な違反では

解険しにくいようにしておく方がよいことはい

うまでもない｡その場合は本条項のように重大
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な違反だけを根拠として規定するべきであろう｡

しばしばこのような条項を考えるときに,

｢自らは契約違反をしない｣と思ってしまうこ

とが少なくないが,契約違反をしたと主張する

のは相手方であると同時に,契約違反をしたと

いう主張は本当に自他共に認める場合だけでは

なく (そのような場合は,当事者は自主的に解

決策を講じているだろう),相手は契約違反と

主張するが,こちらには抗弁すべき事由があっ

たり,まったく根拠を欠くと思われる場合もあ

るということである｡もし軽重を問わずいかな

る契約違反でも解除事由になるとすると,疑義

のある場合にもいったんは契約の履行が止まっ

てしまう｡しかし少なくとも ｢重大な｣として

おけば,それが重大でない場合には解除までは

することができない｡このような武器は両刃の

剣になることがないかをまず考えた上で,自分

が違反する可能性を考えて,解除される側に

立った場合の条項の妥当性を検討することが必

要である｡

これ と似て非なるものに breachofaqY

materialprovisionofthisAgreementがある.

これは条項または義務自身に重大性のレッテル

を貼って,その違反は程度や態様を問わず解除

事由にしようというものである｡前にあげた

materialbreachは違反する義務が何であれ,

契約を全体的に見て,重大な効果を持つ違反を

表したのに対して,これは ｢重大な条項｣の違

反である｡したがって違反自体は,たいしたこ

とがなくても構わない｡たとえばある定められ

た日の内に支払をする義務が,契約上 ｢重大な

義務｣とされているとすれば,24時をいくぶん

か過ぎれば ｢重大な条項｣の違反になる (ただ

し数秒,数分程度の遅れなら,文字通りの権利

の行使が許されない場合があろうが13)｡そのこ

との効果の大小は問わない｡英国法のように何

が契約の重大な義務かに関する基準14が存すれ

ば (だからこそこのような解除基準が出てくる

のかもしれない),仕分けは比較的簡単だが,

法律上または契約の定めによって色分けがなさ

れていない場合には,個別の義務が重大かどう

かをめぐって争いが起こる｡

このような条項の提示を受けたときには,
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materialとは何を意味するのかを問題にするの

ではなく,materialprovisionとは何を指すの

かを問うべきである｡

Timeisoftheessence.

という条項が一般条項に時々あるが,これは英

国法にもとづいて,義務を履行期 (内)に履行

することを重大な条項とする標準的な文言であ

る｡materialprovisionの違反を契約事由にす

る条項について,最も好ましくない対応は,こ

の条項に直接向きあわないで,つまり重大な条

項が何であるかを問うことなく,違反が重大な

場合に限って解除権を認める,といった対案を

出すことである｡そうすると anymaterial

breachofanymaterialprovisionということに

なり,不明瞭さが二重になってしまい,些細な

義務の大幅な違反と,重大な義務の些細な違反

はどう評価すべきか,などといった答えのない

議論に入ってしまうことになる｡

4 随時解除権と解除の効果

TheOwnermayterminatethisContract

forconveniencewithoutcauseupon60

dayswrittennoticetotheContractor.

施主は請負人に60日前の書面の通知を出す

ことにより,何ら理由なく随時本契約を解

除することができる｡

契約の解除権は普通何らかの事由,たいてい

は相手方の契約不履行や,履行能力に影響を与

えるような重大な事由の発生など,を原因とし

てしか行使できないとするものである｡取引契

約をするものは,それによって何らかの利益を

得ることを期待している｡加えて契約を履行す

るにはそれ相応の準備が必要であったり,転売

先や仕入元のように自分自身以外にも,契約の

存否によって影響を受ける当事者が存在するの

だから,自動販売機に代金を投入した後で,気

を変えて取り消すようには行かないし,またそ

うされてもたまらない｡特に期間の定めの有無

にかかわらず,長期にわたる契約においてはそ

うである｡そのような契約は,契約履行のため

に設備や人的な投資を行うことが通常である｡

であるから期間が3年の総代理店契約が,契約

締結後半年で何の理由もなく,任命者側から解

除されるといった事態が起こったら,代理店は

迷惑する｡

しかし本例のように建設契約,海外工事契約

にはときどき施主に随時解除権を与えるものが

見うけられる｡その理由は大規模な建設工事案

件の場合,何年にもわたる施工期間中に事情の

変更がおこり,施主としてはプロジェクトを放

棄したり,中断せざるを得ないようなことも,

ないとはいえないことなどによる｡請負人にし

てみれば,そのようなことはないにこしたこと

はないのだが,解除されることによって一方的

に不利益を蒙らない保証があれば,このような

提案に合意することも考えられる｡ではどのよ

うな条件で受ければよいのだろうか｡

(i) まず既履行分の仕事に対しては,契約で

定められた報酬を受け取らなければならな

い (中途でやめた工事の価格の計算は,容

易なことではないが)0

(ii) 未履行部分 (解除後に履行することと

なっていた部分)から得られたであろう利

益も保証してほしい｡ただし本契約の履行

義務を免れ,他の契約を受注することが現

実にできれば,利益のすべてを保証しても

らう必要まではないかもしれない｡

(iii) 解除を原因として蒙る損害は賠償されな

ければならない｡原料仕入れ契約の解除に

関する損害,重機の賃貸借契約,用船契約

などの関連契約のキャンセル料,労働者解

雇に伴う支払い,本契約を当てにして購入

しておいた物資,道具の処分損,現場の設

営,撤収に関してかかった余計なコストな

どは直接的な結果として蒙る損害であるか

ら,賠償を受けるべきである｡

そこでこれらのことを請負人側としては主張

することとなる｡たとえば次のような条件の追

加を要求する｡

TheOwnermayterminate…forconven-

ience…noticetotheContractoroncondi-

tionthat(または ;provided,however,

that)theOwnershallcompensatethe

Contractorforanyextracost,lossor



国際商事法務 Vol.36,No.3(2008)

damagewhichtheContractormaysuffer

asaresultthereof.Suchcompensation

shallinclude,withoutlimitation:

(i)theapplicableContractPriceforthe

portionoftheWorkdoneonorbeforethe

dateoftermination;

(ii) theprofitwhichwouldhavebeell

earnedbytheContractorhadtheOwner

notsoterminatedtheContract,which

profitshallbecalcLllatedasfollows:(この

部分に利益の算出方法を数式で示す)

(iii)anyandal1damageswhichtheCont-

ractormaysufferasaresultoftermina-

tionoftheContractincluding,without

limitatioll,damagesclaimedagainstthe

Contractor or cancellation charges

demandedoftheContractorforprema-

tureterminationoftherelatedcontracts,

suchasmaterialprocurementcontracts,

plantandheavymachineryhirecontracts,

transportcontracts,insurancecontracts,

employment contracts,and any loss

incurredbytheContractorforearlydis-

PosalofthematerialsandequipmentPur-

Chasedforthepurposeofperformanceof

thisContract.

もし随時解除に伴って支払うべき損害賠償金

額を,何らかの方法によって数式化することが

可能であれば,それを添付書類などに書き出し

ておくことがよいであろう｡建設工事契約など

では,残工事の割合に応じて一定の割合 (%)

の補償金を支払う条項を設けることもある｡

5 期日の定まった義務の不履行

TheSellermayimmediatelyterminate

thisBasicSalesAgreementandallout-

StandinglndividualContractsuponnotice

iftheBuyerlュasfailedtopayanyamount

dueunderanylndividualContractand

suchbreachisnotcuredwithin14days

afterrecelptOfawrittennoticefromthe

Seller.

407

買主が個別契約のいずれかにもとづく支払

いを怠り,売主からの通知受領後14日以内

に当該不履行を治癒しない場合は,売主は

基本契約およびすべての未履行の個別契約

を,通知の上でただちに解除することがで

きる｡

この条項は一般的に見られる解除条項に類似

しているが,ひとつ異なるところがある｡それ

は通常の解除事由は,解除しようとする契約自

体の義務の不履行ということであるのに対して,

ここでは ｢個別契約｣における支払いの遅滞だ

ということである｡

それはそれとして,契約の中には当然履行期

が厳格に定まっているものもあるが,履行期が

あらかじめ定まっていない義務もある｡そのよ

うな義務の不履行については,いったん通知を

出して治癒を要求するのが普通である｡しかし

金銭の支払いは返済日が決まっているので,売

主としてはことさら通知をすることによって14

日の治癒期間を開始させなくても,自動的に支

払いの不履行をもって,治癒期間の開始とする

ことができたはずである (もっとも支払いの遅

延について治癒期間を与えることの善し悪しは,

別に考える必要がある｡治癒期間が本来の意味

を失って,単に支払期日を一律に14日間延長し

ただけ,と扱われては本末転倒である)｡この

条項が売主から出て来たものであったなら,買

主は修正することなく受けておくのが得策であ

ろう｡またこの条項が買主から出てきたもので

あるとすれば,売主はその点を調整しておく必

要がある｡自動的に治癒期間が始動するように

しようと思えば,次のように修正すればよい｡

iftheBuyerhasfailedtopay...andsuch

breachisnotcured垣建垣｣生旦野Safter

thestipulate軸 .

この場合売主は14日が経過したら自動的に契

約が終了するとすることもできるし,その後に,

新たに2度目の通知を出して解除することもで

きる｡一応裁量権を留保しておこうとすれば後

者の方法をとればよい｡前者の場合の文言は次

のようになる｡

ThisBasicAgreementandalloutstanding
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hdividualContractsshamautomaticauy

terminatewithoutanyfurthernoticefrom

theSelleriftheBuyerhasfailedtopay…

andtheunpaidamountisnot血luypaid

within14daysafteritsduedate.

一方不履行は14日以内に自動的に確定すると

させても,解除するかどうかは別途考えようと

いう場合には,次のような文章にすることがで

きる｡

TheSeuermayimmediatelyterminate

thisBasicAgreementandauoutstanding

"uponnoticeiftheBuyerhasfailedto
pay."andtheunpaidamountisnotfully

paid…

さらに定められた弁済期から14日以内に支払

われなかったら,自動的に解除事由とはなるが,

解除するタイミングは売主が通知の中で設定し

ようとすれば次のようにも書ける｡

The Sellermay terminate thisBasic

Agreementandalloutstanding...999畢

noticeandasofthedatesljeCifiedtherein

iftheBuyerhasfailed...

金銭の支払義務不履行には治癒期間は不要と

考 えるな らば,当初の例文中の andsuch

breachisnotcuredから後を,全部削除してし

まえばよい｡ただしそれでも解除の通知は必要

である｡

ここでは支払い義務を取 り上げて説明したが,

この文型は支払い以外の義務の違反を根拠とし

て解除する条項に作 り替えることもできる｡

〔注〕

12 ｢作成のキーポイント｣69頁以下｡

13 英米法上,裁判所はあまりにも些細な差違を根
拠に,権利を行使することを許さないことがある｡

deminimisの原則といっている｡

14 これをconditionと言っている｡国際売買契約
の場合,引渡義務,品質にかかわる義務,書類と

引換えに支払う義務などは判例や制定法でcondi-
tionであるほか,数量を守る義務 (過不足を問わ
ず)もconditionという名称は与えられていない
が,その違反の場合に制定法上で買主にほぼ解除

権といえるものが与えられている｡ ⑳


